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【トータルリモデルのイメージ】

手すりを設けた浴室 エレベーター棟の増築、スロープの設置等

�２ 中堅勤労者向け住宅施策の推進

子育て世帯等の中堅勤労者が、所得に応じた適切な家賃負担で入居できる良質な賃貸住宅（たいあっぷ住宅）を

供給

平成19年度から、子育て世帯や障害者世帯の家賃負担の軽減を図るため、公営住宅家賃を限度として、低廉な家

賃で特定公共賃貸府営住宅（とっこうちん住宅）を提供
�３ 高齢者向け住宅施策等の推進

■ 高齢者向け優良賃貸住宅の建設推進

高齢者が安全で安心して居住できる賃貸住宅を確保するため、市町村と連携して、緊急時の連絡体制も整えた

バリアフリー賃貸住宅を、民間資本を活用して適正な家賃負担で供給し、京都府（京都市を除く）では、平成20

年度から、宇治市において34戸の供給をしている。
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■ バリアフリー高齢者専用賃貸住宅の供給促進

高齢者が安心して暮らせる住宅環境を整備するため、バリアフリー化された高齢者専用の民間賃貸住宅を支援

■ あんしん賃貸支援事業の推進

高齢者世帯、障害者世帯、外国人及び子育て世帯が安心して民間

賃貸住宅に入居し、自立した日常生活を送れるよう、これらの方々を受け入れる民間賃貸住宅をはじめ、市町

村、居住支援サービス団体等が連携して提供する居住支援サービス、さらにこの事業に積極的に協力していただ

く仲介業者の情報を提供

Ⅱ．府営住宅の管理の一層の適正化
�１ 府営住宅の管理

府営住宅家賃等の長期滞納者や高額所得者に対する家屋明渡請求訴訟等の公的措置を講じて、入居希望者への機

会の拡大に努めるとともに、債権回収業者の活用による退去者滞納家賃の回収を推進

また、住宅困窮度が特に高い高齢者、障害者、母子世帯等を対象に特定目的優先入居を実施し、多様化する住宅

困窮者に対して安全で快適な住宅の確保の実施

さらに、府営住宅等の管理について、多様化する府民ニーズに対応するため、平成20年度から管理代行又は指定

管理者制度による管理に段階的に移行し、平成22年６月から一部の市町管理代行団地等を除き、全ての府営住宅等

について、京都府住宅供給公社が入居募集、団地の維持修繕、駐車場管理、一貫した団地管理を実施
�２ 府営住宅駐車場整備推進事業

入居者の利便と団地環境の向上を図るため、府営住宅の既存敷地を活用して駐車場を整備し、京都府住宅供給公
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社が管理を代行

Ⅲ．住宅建設資金及び住宅改良資金の融資

府民の良質な住宅の建設促進や既存住宅の改良促進を図るため、金融機関と連携して住宅建設資金及び住宅改良資金

の融資の実施

Ⅳ．住宅に関する情報提供の充実
�１ 住宅相談事業

京都府住宅供給公社において、賃貸借トラブル、売買トラブル、悪質リフォーム問題などの相談に対応
�２ ホームページによる住情報の提供

府営住宅や住宅資金融資制度等の住宅施策に関する情報を府民が容易に得られるよう、ホームページによる住情

報提供の充実

Ⅴ．民間活力の活用（ＰＦＩ事業）による府営住宅の整備

公共事業の更なるコスト縮減及び民間の資金、技術力等を活用する観点から、府営住宅建替事業においてＰＦＩ手法

の導入を検討。

Ⅵ．京都府住宅供給公社堀川団地の再生整備

堀川団地の再生整備に向け、「まちづくりプラットフォーム・堀川団地まちづくり協議会」の活動に対する支援

3.2.組織の概要・職員数
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（注）１．監理課には部長、指導検査課及び建築指導課には技監を含む。

２．市町村派遣及び公社等派遣職員（備考欄に記入）は外数である。３．監理課には建設交

通部理事（公社派遣）を含む。

４ 府営住宅

4.1.概要

4.1.1.公的住宅の目的

公営住宅法第１条は「国と地方公共団体が協力して、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅

に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸し又は転貸することにより、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与

することを目的とする。」としている。
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4.1.2.公的住宅の種類

4.1.3.府営住宅

4.1.4.京都府住宅供給公社の業務

京都府からの「管理代行」及び「指定管理者」制度により府営住宅の管理業務を実施している。

4.1.5.他の市町村との関係

京都府と他の市町村の公的住宅の関係は以下のとおりである。

・公営住宅法上での都道府県と市町村の位置付けはない。

・既存の住宅に関して、府市混在団地等で建替の調整などはある。

・市からの要請で土地の提供などを受け、市が管理することを前提に府が建設した住宅もある（現在の市町委任団地）。

4.1.6.基本方針

平成18年度に策定した「京都府住宅基本計画（第２次）」（「京都府住生活基本計画」及び「京都府営住宅ストック総

合活用計画（第２次）」、計画期間：平成18年度～平成27年度）に基づき、住宅施策の着実な推進を図っており以下を基

本方針としている。

１ 多様な住まいのセーフティネットの充実

低所得者、高齢者、子育て世帯など、府民の多様なニーズに応えるため「住宅市場」と「住宅ストックの有効活

用」を重視し、市町村を始め、民間企業やＮＰＯ等と連携、協働を拡大して安心して暮らせる住まいづくりを進め

ていく。

２ 府営住宅の着実な整備と適切な維持管理の推進

厳しい財政状況の下、建替や改善事業及び維持管理コストの縮減、適切な入居者管理の徹底、資産の有効活用と

民間活力の活用を進め、府営住宅等の施策効果の最大化を目指す。

4.1.7.現況と課題

京都府の住宅総数は127万戸で世帯総数109万2400世帯を約16％上回っており、誘導居住面積水準以上の世帯も53万

3300世帯で約49％に達しているが、一方で最低居住面積水準未満世帯数も９万2600世帯（約８％）残っているのが現況

である。

京都府では、低額所得者を始めとした住宅困窮者に対して府営住宅、特別賃貸府営住宅、特定公共賃貸府営住宅を併

せて15,110戸（平成22年４月１日現在）の賃貸住宅を所得に応じた家賃で供給している。

平成20年度における住宅の所有関係別の居住水準は以下のようになっている。
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【図4.1.7.住宅所有関係別居住水準】

公共賃貸住宅のうちの最低居住面積水準未満世帯の割合は約10％であり、民間賃貸住宅と比べ高いということはない。

また、数量的にも最低居住面積水準未満の戸数は民間賃貸住宅に係るものが85％を占めている。公共住宅の整備が民間

賃貸住宅に比べ遅れているということはないと思われる。

京都府では昭和40年代に建設した府営住宅の更新時期を迎える中で、地域の需給動向をふまえ、既存ストックを最大

限有効に活用していく視点で策定した「府営住宅ストック総合活用計画」に基づき、建替整備や全面的改善（トータル

リモデル事業）、バリアフリー化等を進め老朽化した既存府営住宅の再整備を計画している。再整備にあたっては、コ

ストの縮減を図りながら、アセットマネジメントによる計画的な整備や長期的な維持管理を進めている。

4.2.主要事業の状況

4.2.1.各年度別当初予算

過去５年間の住宅管理費と住宅建設費の当初の予算は以下となっている。

平成18年度 4,814,937千円

平成19年度 5,770,021千円

平成20年度 5,286,544千円

平成21年度 5,411,469千円

平成22年度 4,829,638千円

維持管理コストの縮減の取組に伴い、予算額を削減してきている。

各年度当初における主要な公営住宅の工事予算の概要は以下のようになっている。
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【表4.2.1.各年度別当初予算時工事予定箇所】
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府営住宅建設費については百合が丘団地及び槇島団地、府営住宅ストック総合活用事業については西大久保団地の

トータルリモデル、小栗栖西団地の改修等に支出していることがわかる。

4.2.2.府営住宅の建設（建替）

建築後長期間が経過し老朽化が著しく、設備、間取りの陳腐化や現在の居住面積水準を満たさない小規模な府営住宅

の建替を計画的に行い、居住水準の向上を図るとともに、安心な住環境整備に取り組んでいる。

各年度における府営住宅建設事業の実績及び今後の建替事業計画は以下のとおりである。

【表4.2.2. 府営住宅建設事業実績表】

■ 平成17年度

■ 平成18年度

■ 平成19年度
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■ 平成20年度

※今後の建替事業計画

■ 平成22年度

4.2.3.既設府営住宅の改善

既設府営住宅の居住水準の向上、高齢者対応、安全性確保、住環境の整備等を図るため、府営住宅ストック総合活用

計画に基づき、全面的改善（トータルリモデル）、エレベーター設置、高齢者向け改善、外壁改修工事、屋上断熱化防

水工事、公共水道接続工事、駐車場整備等を実施している。

また、身体障害者や高齢者が利用しやすいようスロープ、手すりの設置等共用部分の改善を図るとともに、入居者の

身体状況にあわせた住戸内等の改善を行ない、住生活における安全性、利便性を高めている。

過去５年間の実績は以下のとおりである。

【表4.2.3.府営住宅修繕・環境整備事業実績】

【平成21年度】

（単位：円）

【平成20年度】

（単位：円）
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【平成19年度】

（単位：円）

【平成18年度】

（単位：円）

【平成17年度】

（単位：円）

府営住宅修繕環境整備費のうち、空家修繕費に約１／３の費用を要している。公営住宅法の規定では、入居時に家賃

３ヶ月分に相当する敷金を預かっており、退去時には負担区分に基づいて個人負担にかかる分の修繕費用に充当してい

る。

なお、空家修繕は次期入居募集に向けて、住戸内及び設備機器の老朽化、劣化等への対応も含め整備しており、負担

が生じている。募集のための必要な空家修繕は理解するが、より一層の削減を図る方策を検討することが望まれる。

民間住宅と異なり、公営住宅は入居期間が長いこともあり、退去者負担の割合は少ない。空家修繕は次期入居募集に

向けて住戸内部及び設備機器の老朽化、劣化等への対応も含め整備しており負担が生じている。募集のための必要な空

家修繕は理解できるが、退去に伴う修繕費の負担区分を今以上に厳格に適用し、空家修繕費の更なる削減を図ることが

望まれる。

4.2.4.中堅勤労者向け住宅施策の推進

子育て世帯等の中堅勤労者が、所得に応じた適切な家賃負担で入居できる良質な賃貸住宅（たいあっぷ住宅）を供給

している。

平成19年度から、子育て世帯や障害者世帯の家賃負担の軽減を図るため、公営住宅家賃を限度として、低廉な家賃で

特定公共賃貸府営住宅（とっこうちん住宅）を提供している。
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4.2.5.高齢者向け住宅施策等の推進

高齢者が安全で安心して居住できる賃貸住宅を確保するため、市町村と連携して、緊急時の連絡体制も整えたバリア

フリー化された高齢者向け優良賃貸住宅を、民間資本を活用して適正な家賃負担で供給している。京都府域（京都市を

除く）では、平成20年度から、宇治市において34戸の供給を行っている。

4.3.住宅毎の将来見通しと空家状況

4.3.1.住宅毎の状況

住宅毎の概要とストック総合活用計画での位置づけは以下のとおりである。

【表4.3.1-1.団地別の概要】
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注１：一部建替とは、ストック総合活用計画の10年間以降も継続して事業をしていくもの。

全面建替、一部建替、集約、一部集約に区分されている。

これらのうち集約等に区分されている団地の現況をまとめると以下の表となる。対象管理戸数は平成18年４月１日現

在で1,003戸あり、平成19年４月時点での入居戸数は676戸となっている。これらの団地は集約後用途廃止していくもの

で、入居者が退去後は住宅建替や除却見込等の理由により募集をかけていない、いわゆる政策空家となる。
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【表4.3.1-2.集約等に区分された団地の状況等】
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また、集約・用途廃止団地の平成21年末現在の進捗状況は以下となっている。

【表4.3.1-3.集約・用途廃止団地進捗状況一覧】
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54団地のうち平成18年４月より平成21年３月までの間に９団地が廃止され、22年度廃止予定が３団地ある。用途廃止

の意思決定がなされた以上、可能な限り早急に残りの42団地について廃止を進めていく必要がある。

4.3.2.空家状況

平成22年３月31日現在の空家状況は以下のとおりである。
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【表4.3.2-1.空家状況（明細表）】
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住宅を府営住宅、特別賃貸住宅（条例設置）、特定公共賃貸住宅（とっこうちん）に区分し、空家率を分析すると以

下となる。特定公共賃貸住宅（とっこうちん）の空家率（実空家）が極めて高いことがわかる。

【表4.3.2-2.府営住宅の空家率の分析】
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4.4.府営住宅への入居基準

4.4.1.府営住宅申込み手続

京丹波町以南の地域の府営住宅の一般募集は原則として、６月・７月・10月・11月・２月・３月に予定されており、

その他の地域については年２回入居募集を行なっている。（なお、特定公共賃貸住宅においては随時募集を行っている。）

入居募集のあった住戸の申込にあたっては、後述する申込資格、収入基準を充たす必要がある。なお、今年度から公社

による募集に一元化されている。

募集受付期間中に申込のあったものについては、公開抽選により入居予定者が決定される。入居予定者の入居申込書

により書類審査及び実態調査が行なわれ、府営住宅入居者選考委員会の審議を経て入居者が決定されることになる。な

お、入居にあたっては原則として連帯保証人が２名必要であり、家賃の３ヶ月分の敷金を預かることとなる。

申込受付から入居までの概要は以下となる。（例示：２月抽選の場合）

【図4.4.1.府営住宅申込受付から入居まで】




